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要介護期

年令：才
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65.0
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成熟期（約10年間）
大きな「老後期」（約20年間）

引退期（約10年間）
小さな「老後期」
（約10年間）

要介護期

世帯形成期 世帯成長期 老後期

世帯形成期 世帯成長期 老後期成熟期 引退期

成長期（約20年間）形成期

成熟期→引退期→老後期のライフステージの出現 
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老いのプロセス 「第三の人生」への備え 

＜第一の契機＞勤労所得の喪失 

＜第二の契機＞家族力の喪失 

＜第三の契機＞ 

健康の喪失 

「長い第三の人生」への 

準備が重要 

「実りの秋」の 

悠々自適 
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老いのプロセス 「看取りの場」とは 

＜第一の契機＞勤労所得の喪失 

＜第二の契機＞家族力の喪失 

＜第三の契機＞ 

健康の喪失 

看取り、看取られる 
（高齢者住宅・施設の 

対象領域） 
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5 

難問：居住の連続性の保障と 
介護等コストの軽減 

（→CCRCはアメリカ型の回答。日本型の回答が必要） 

心身の虚弱化への対応 

高齢者アパート（見守り付） 高齢者ペンション（見守り・食事付） 高齢者ホーム（見守り・食事・介護付） 
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日本型の回答：地域包括ケアシステム 
日常生活圏域でのネットワークの構築 

地域密着型サービス 

中学校区程度 

（人口2万人程度・高齢化率25％） 

重度要介護者 250人程度 

軽度用介護者 250人程度 

調整：地域包括支援センター 

日常生活圏域 

小学校区（人口1万人程度） 
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小規模多機能 

拠点 

認知症 

GH 小規模 

特養H 

高齢者住宅 

夜間対応型訪問 

各種訪問 

SV拠点 

各種訪問 

SV拠点 

小学校区（人口1万人程度） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者住宅 

認知症 

デイ 

小規模多機能 

拠点 

認知症 

GH 小規模 

特養H 

高齢者住宅 

各種訪問 

SV拠点 

各種訪問 

SV拠点 

母体施設 

（社会福祉法人） 

特別養護老人ホーム 

または 

（医療法人） 

老人保健施設 

 

：一般家庭 

夜間対応型訪問 

SV:サービス 
GH：グループホーム 
H:ホーム 

 

脱・施設 

互助 
社会関係資本
の活用 

「 
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半径5ｋｍ 
高齢者の介護から看取りまで 

半径3～5ｋｍの日常生活圏でのリスクマネージメント 

地域包括支援センター（≒特別養護老人ホーム）が核 
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「施設ケア」から「地域ケア」へ 

施設ケア 

ケア集積・建物型 

Aging in Building 

Care in Building 

規模の経済 

 

虚弱者 

居住施設 

 

 

要介護者
居住施設 

生活支援 介護 医療 

富裕ビジネス（民間CCRC) 

施設ビジネス（社福・医療法人） 
貧困ビジネス（民間たまゆら型） 

地域ケア 

ケアネットワーク・面型 

Aging in Place 

Care in Community 

範囲の経済（距離の経済） 

都市経営ビジネス（≒地域マネジメント） 
Ｃｆ． 欧州：市町村（コミューン） 
   米国：ゲイティッド・コミュニティ（→自治体） 

 

権利擁護（オンブズマン制度）（未整備） 

生活支援（未整備） 

介護 

20世紀          21世紀 

＜集合居住の規模＞ 

30戸以上 30戸未満 

30室以上 30室以上 
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大規模な老人ホーム 

ケアハウス・マンション等 

アパート・マンション等 

サポートセンター 
・ 24時間訪問介護 

・夜間対応訪問介護 

・365日通所介護 

・通所宿泊 

・3食365日型配食 

・居宅介護支援事業所 

・在宅介護支援センター 

・サポートコール 

 

バリアフリー住宅 
・ 集合住宅 

・グループホーム 

フルタイム・フルサービスのケアセンター 

移住 

移住 

移住 

サービス 

サービス 

サービス 

要介護4,5 
ナースコール使用不可 

自立度の低い人 

連続的な要求がある人 

連続的な介護が必要な人 

中小規模の老人ホーム 
への転換・分園等 

機能分散 

認知症で連続的な見守りと介護
が必要な人 

要支援、要介護1 

自立度の高い人 

要介護4,5 
ナースコール使用可能 

家族のいる人 

要介護2,3 
ナースコール使用可能 

自立度の高くない人 

自宅 

自宅 

自宅 

自宅 

町内会 

小・中学校 

地域社会がひとつの施設 

＋ 

震災の経験を経て：長岡の地域介護モデル 
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地域の「福祉と経済の循環」による解決 

２１世紀のイノベーション：“建物単位”での解決からの脱却 

仲間福祉（新しい民間）・地域福祉（新しい公共） 

例えば、“地域福祉居住・介護・医療コンソーシアム” 
例えば、“地域福祉居住組合”＋介護保険＋医療保険＋・・・ 
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民間住宅企業 
・落下傘ビジネス（テレビコマーシャル、インターネット）の限界 
・即地ビジネス（前線基地、ワンストップ、親密性）の可能性 

第三の主体の創造 

市民、市民、市民 市民主体の非営利組織 

民間企業、企業、企業 企業主体の非営利組織 

大都市の郊外住宅地の市民 
・「自然発生的リタイアメントコミュニティ」のメンバーに 
・成熟期、引退期、老後期を生き生きと安心して過ごしたい 
・暇を持て余すよりも、「役割」を持ちたい 大きなビジネスチャンス 

◆第三の主体の事例 
Business Improvement District（BID) 
Home-Owners Association (HOA) 
Non-profit Organization (NPO) 
 
 

ポイント!! 
○運命共同体にする→共有財産を持たせる 
○リスクテイクさせる→出資させる 
○セルフマネージメント→自治 
 

 

都市部における処方箋 
実は、郊外住宅地は「自然発生的リタイアメントコミュニティ」 

街の拠点：グラン・クラブハウス 11 



都市部における処方箋 
Community Business 

 コミュニティ形成の機会となる場の創造 
公用地の逆移管 
住民共同出資のクラブハウス建設→運命共同体へ 

ワンストップ型のサービス拠点→フロント・デスク 

複数のサービス事業を運営するコミュニティ密着型の主体 
 

コミュニティ・ビジネスの創造 
一定収入が得られる継続的事業（住環境保全･介護･子育て・・・） 
運営費用は年会費を基本（戸建て住宅地での管理組合形成） 
常勤職員は地域住民のシニア層を活用（地元での雇用機会の創出） 
 

住民の互助力（ソーシャル・キャピタル）の醸成 
楽しみ集まる場の提供 
様々なサポート・サービス、コンシェルジェ的機能 
住宅、住環境の質的向上→ヴィンテージ化、ブランディング化 

これができないと、地域の衰退に直結 
郊外沈没 
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出資者 

（現在、将来の 

入居者） 

住宅 

見守り・食事 

介護提供 

医療提供 

私負担 

公負担 

介護保険 

医療保険 

共同出資 
（地域ファンド） 

高齢者住宅 

Nｏｎ-Profit事業 

地域循環的な非営利事業の組立て 

静態的な経済循環＋ディーセント・ワーク 
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地域のホスピス・ケアと賃貸住宅の複合ーケアタウンK 
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事業の仕組み 
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NPO 
＜訪問看護事業所＞ 
＜デイサービス事業＞ 

子育て・文化・スポーツ
支援 

 
 

（株）ヘルパーステーション 
＜居宅介護支援事業所＞ 
＜訪問介護事業所＞ 

 
  

入居者・利用者 
（状況によって選択） 

建物の賃貸借 

（有）A記念交流基金 
＜ケア付き賃貸住宅＞ 

＜地域交流スペース＞ 

 土地購入・建物建設 

 
 

（株）フードサー
ビス会社 

＜食堂運営・配
食サービス＞ 

 
  

 
 

（医）ホスピスケア・ 
クリニック 

＜医療・訪問医療）＞ 

 
  

地域＝ケアタウン 
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民間会社 

社会福祉法人 

社会福祉法人 

●訪問介護事業所

●居宅介護支援事業所

協同組合（地域への配食サービスも実施） 

民間会社 

民間会社 

地域の介護拠点と高齢者住宅の複合ーTつどいの家 



事業の仕組み 

18 

地域の社会福祉法人 

＜介護型高齢者専用賃貸住宅＞ 
＜訪問介護事業所＞ 

＜居宅介護支援事業所＞ 
＜小規模多機能居宅介護事業所＞ 

地域の協同組合 
＜食堂＞ 

＜配食サービス＞ 

UR 

入居者・利用者 
（状況によって選択） 

建物の賃貸借 

民間会社 
＜自立型高齢者専用賃貸住宅＞ 

＜グループホーム＞ 

＜地域交流スペース＞ 

建物の賃貸借 

建替団地の土地を譲渡 

土地購入・建物建設 
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事業の特性比較 
地域型ペンション 地域型ケアタウン 建物集積型 

所在地 青葉区 小平市 船橋市 

建
物
規
模 

住戸数 
住戸面積 

14戸 
31.62㎡ 

21戸 
28㎡ 

自立型32戸・33.43㎡ 
介護型25戸・19.52㎡ 

併設施設 なし ホスピス・クリニック 
デイケアセンター 
訪問介護事業所 
訪問看護事業所・食堂 

グループホーム １８室 
小規模多機能事業所 
食堂・多目的室 

事
業
の
組
立
て 

地家主 個人（＋NPO） 個人（＋NPO） 民間会社（＋社福） 

事業動機 相続税対策・地域貢献 理念・資産運用 ベンチャー・収益事業 

土地 持地 持地（相続） URより購入 

建物初期費用
（推測） 

１億数千万円程度 ３～４億円程度 ７～８億円程度 

医療との関係 NPO理事長が開業医 ホスピス・クリニック併設 （未確認） 

入
居
者
負
担
額 

家賃 79,000円 75,000円 65,000円 

管理費 
共益費 

44,000円 52,750円 自立62,250円・介護57,000円 

その他費用 食費（夕食のみ）30,000円 食費（3食）69,300円 任意 

月額 
総支払額 

153,000円（夕食含） 
別途、入居時協力金280万円 

197,000円（三食含） 自立 127,250円 
介護 122,000円 20 



【十津川村の概要】 
・面積    672.35㎢ (日本最大) 
・大きさ   東西 33.4km  南北 32.8km 
・総人口   3650人 (2015年6月1日現在) 
・人口密度  5.61人/㎢ 
・主要河川  十津川 (村の中央部を南流) 
・世界遺産  『紀伊山地の霊場と参詣道』 
       ・熊野参詣道小辺路 
       ・大峯奥駈道 

十津川村の概要 
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災害 

1889年8月 
十津川大水害 

台風による大雨がもたらした、
熊野川(十津川)流域におけ
る大規模な水害。 
奈良県吉野郡十津川郷(現
十津川村)に壊滅的な被害を
もたらした。 

被害状況(十津川村) 
・死者 
 168人(村民12862人) 
・全壊・流出家屋 
 426戸(含半壊610戸) 
・耕地の埋没流失 

226ha 

十津川村の概要-地理 
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災害 

2011年9月 
紀伊半島大水害 
 
台風12号による記録的な大雨
による影響で、和歌山県と奈良
県南部に甚大な被害をもたらし
た水害。 
 
十津川村も、一時全村孤立す
る等、大きな被害をうけた。 
 
被害状況(十津川村) 
・人的被害 
 死者6人 行方不明者6人 
・建物被害 
 全壊18棟 半壊 30棟 
 床下浸水14棟 

主な被害 
・土砂災害 
 土石流による建物の押し流し 

 土砂崩れによる道路の封鎖,土砂ダムの形成 

・河川の氾濫 
 増水した川が折立橋の一部を押し流し、落橋 

十津川村の概要-地理 
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十津川村の人口減少 

 1975年の約40年で人口半減

 1975～80年のわずか５年間
に生産年齢人口が1000人も
減少。若年人口の離村

 高齢者人口は。1990年頃か
ら急増し、2000年にピーク

 2000年以降は少子化が進展

 生産年齢人口の流出は以前
ほど多くないが、流入もない

 少子化（年間20人程度の出
生）と高齢者の死亡（年間70
～80人）により、村の人口は
減少し続けていく

2015年以降の人口は、国勢調査を元に5歳階級別人口のコーホート分析により推計（園田） 
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交通不便地、末端部
から集落が消滅 

 主要交通路の168号線から、

分岐した支線および旧街道
筋の部落で人口減少と高齢
化が著しい。  

猿飼73人

長殿19人

内原43人

上葛川38人

神下44人

東中16人

竹筒37人

高津 27人

旭 35人

山天10人

宇宮原32人

今西9人

谷瀬64人

内野18人

三浦4人

杉清21人

小森23人

玉置川28人

山手谷35人

樫原26人
小山手39人

小坪瀬18人

林 １人

大字別人口
平成25年1月1日現在

総人口：3,876人 高齢化率：40.9%

沼田原25人

上野地218人

五百瀬30人

川津51人
風屋80人

滝川107人

野尻23人

山崎99人

池穴59人
小井69人

湯之原126人

武蔵122人

大野78人

高滝44人

小原263人
小川29人

平谷414人

込之上201人

折立255人

那知合19人

谷垣内51人

山手57人

七色77人

桑畑68人

重里173人

永井81人

玉垣内74人

西中77人

大谷0人

迫西川24人

出谷159人上湯川57人

高齢化率

43.7％

（28人）

高齢化率

52.0％

（38人）

-49人

30人+

20人+

-19人

部落別人口

地図中の人口は、2013年1月時点。文中の数字は2015年4月時点。
（65歳以上人口/全年齢人口） 
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図 集落別75歳以上の人口比率 

 75歳以上人口比率が高い

部落ほど、衰退、消滅の
危険性が高い。 

猿飼73人

長殿19人

内原43人

上葛川38人

神下44人

東中16人

竹筒37人

高津 27人

旭 35人

山天10人

宇宮原32人

今西9人

谷瀬64人

内野18人

三浦4人

杉清21人

小森23人

玉置川28人

山手谷35人

樫原26人
小山手39人

小坪瀬18人

林 １人

大字別人口
平成25年1月1日現在

総人口：3,876人 高齢化率：40.9%

沼田原25人

上野地218人

五百瀬30人

川津51人
風屋80人

滝川107

野尻23人

山崎99人

池穴59人
小井69人

湯之原126

武蔵122

大野78人

高滝44人

小原263
小川29人

平谷414

込之上201

折立255

那知合19人

谷垣内51人

山手57人

七色77人

桑畑68人

重里173

永井81人

玉垣内74人

西中77人

大谷0人

迫西川24人

出谷159上湯川57人

高齢化率

43.7％

（28人）

高齢化率

52.0％

（38人）

40％

50％

60％

高齢化率（75+割合）

地図中の人口は、2013年1月時点。 
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交通不便地、末端部
から集落が消滅 



解法：現状からの脱却の戦略 
サブシステムとしての里山資本･主義の実践 

３つの深層問題を 

横串できる解答 

大地 

エネルギー転換＊ 

産業構造の転換 

人口・世帯の縮減 

＊ 原発事故により加わった 

●高齢者の幸福な看取り 
●リタイア層のUターンの促進 
●若中年者のI,U,Jターンの奨励 

●林業×幸福祉業による雇用の創出 

●木材資源（バイオマス）・水
資源（水力発電）を活用した
エネルギーの自由と売電 
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十津川村復興モデル住宅（2013年度） 
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明治大学園田研究室 
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超高齢社会の生き残り戦略 

地域包括ケアシステム 
 地域包括ケアシステムの５つの構成要素（住まい・医療・介護・予防・生活支援）をより詳しく、また

これらの要素が互いに連携しながら有機的な関係を担っていることを図示したものです。

 地域における生活の基盤となる「住まい」「生活支援」をそれぞれ、植木鉢、土と捉え、専門的なサ
ービスである「医療」「介護」「予防」を植物と捉えています。

 植木鉢・土のないところに植物を植えても育たないのと同様に、地域包括ケアシステムでは、高齢

者のプライバシーと尊厳が十分に守られた「住まい」が提供され、その住まいにおいて安定した日
常生活を送るための「生活支援・福祉サービス」があることが基本的な要素となります。そのような
養分を含んだ土があればこそ初めて、専門職による「医療・看護」「介護・リハビリテーション」「保健
・予防」が効果的な役目を果たすものと考えられます。 

出典：平成２５年３月 地域包括ケア研究会報告 「地域包括ケアシステムの構築における今後の検討のための論点」 
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村の将来人口構成 
ー高齢化の進展の終了 
（日本の40年後の状況） 

 十津川村の高齢化の進展は
2010-2015年の間にピークを迎
え、2015年以降の村の人口構成
の分布が著しく大きく変化

 後期高齢者のピークが著しく低く
なり、2015-2020年時点では65歳

前人口の重みが大きくなる。一時
的かもしれないが、後期高齢者の
重みは相対的には解消される。

 ただし、総人口は減少していくの
で、縮小の中の均衡という奇妙な
状況になる。

 現時点の後期高齢者の人数を前
提にして中長期的な施策等を考え
ることは避けるべき。
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2015年以降の人口は、国勢調査を元に5歳階級別人口のコーホート分析により推計（園田） 
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高齢化率と高齢者数の予測 

 2005年以降、村の65歳以上高齢
化率は踊場状態で推移。40％弱
で安定。

 75歳以上人口のピークは2010年
で、その比率は2015年まで上昇す
るが、人数は減少する。

 2020年には75歳以上高齢化率も
減少に転じる。
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2015年以降の人口は、国勢調査を元に5歳階級別人口のコーホート分析により推計（園田） 
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介護保険総費用の 
支出費目と金額 

 介護保険の総費用は4.8

億円程度であるが、村内
で利用されるサービスに
使われているのは、そのう
ちの約3分の2である。 

 3分の1程度の1.7億円は、

住所地特例により村外に
流出（図中、網かけ） 

 仕事の少ない村内にあっ
て、介護保険費の3分の1

を村外に支出している状
況は見直す余地あり 

資料：第五期十津川村介護保険事業計画報告書に記載された、2011年8月時点
の実績値を元に算定（園田） 
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介護保険の見直し 
要支援1～2に関する村
（保険者）の裁量の拡大 

 村の要介護認定では、要支援1～
2の人数が他自治体に比して多い。 

 要支援者に関する費用は、年額5

千万円強に相当し、そのウェイト
は高い。 

 “地域包括ケアシステム”における
「新しい総合事業」はたいへんだ
が、反対に言えば、たこれは、村
独自の対応を考えるチャンスでも
ある。 

資料：第五期十津川村介護保険事業計画報告書に記載された、2011年8月時点
の実績値を元に算定（園田） 
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町へ 

東京へ 

田舎へ 

地域善隣事業へ 

都会へ 

本図：“宮崎をホスピスに―「かあさんの家10周年記
念」パンフレット“の図を引用して一部加筆 
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